
 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針 

 

 

１．基本方針 

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬については、企業価値及び業績の

向上に対する意欲を一層高めるとともに、株主価値の向上に対するインセンティブを働かせるこ

とができる報酬体系とし、その役位及び職責に対して支給される固定報酬である金銭報酬と、代

表取締役の職にある者に支給される信託を用いた業績連動型株式報酬とから構成します。 

 

２．固定報酬の決定に関する方針(付与時期又は条件の決定に関する方針を含む。) 

取締役の固定報酬である金銭報酬は、役位及び職責に応じて決定し、月毎に支払うものとします。 

 

３．業績連動型株式報酬の内容及び算定方法の決定に関する方針(付与時期又は条件の 

決定に関する方針並びに個人別の報酬等の内容の決定に関する重要な事項を含む。) 

業績連動型株式報酬に係る指標は、株主価値向上に対するインセンティブを一層高めるため、

事業年度の最終損益であり、株主還元の基礎となる｢親会社株主に帰属する当期純利益｣を採用

します。 

また、業績連動型株式報酬は、業績指標に役位に応じた係数を乗じた額から役位別の固定報

酬最大額を差し引いて得られる額（注１）を基準株価(注２)で除して、ポイント(小数点以下

四捨五入)を算定し、これを毎年６月に付与するものとします。付与ポイントは毎年累積され、

累積された付与ポイント数は、支給対象となる取締役の退任後に、１ポイントにつき当社普通

株式１株として換算して、当該取締役に支給されるものとします。 

（注１）上限及び下限を設けます。 

（注２）基準株価は、業績連動型株式報酬制度の対象となった日の東京証券取引所における当社の普通   

株式の終値(業績連動型株式報酬の導入日である 2019 年 6月 13 日時点で業績連動型株式報酬制 

度の対象であった場合には、当該導入日の終値） 

なお、業績連動型株式報酬制度では、株式交付等を受ける権利（受益権）確定前に、支給対

象となる取締役が、取締役としての職務に関して重大な違反があった場合その他一定の事由に

該当する場合には、受益権を付与しないマルス条項を設定します。  

 

４．報酬等の種類別の割合の決定に関する方針 

取締役のうち、代表取締役の職にある者に対する報酬等の種類別の割合は、上記３記載の業

績連動型株式報酬に関する算定方法に基づき、業績に応じて変動する仕組みとします。その他

の取締役の報酬等は、固定報酬のみで構成します。 

 

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項 

各事業年度の取締役の個人別の報酬等のうち、固定報酬については、代表取締役会長（欠員

又は事故があるときは、代表取締役社長）及び当社から独立した立場にある社外取締役全員で

構成され、社外取締役が委員長を務める指名・報酬委員会において、予め報酬制度及び内容に

ついて、取締役会からの諮問を受け、審議・決議し、答申したうえで、取締役会において、報

酬配分を代表取締役会長（欠員又は事故があるときは、代表取締役社長）に委任することとし

ます。なお、業績連動型株式報酬については、取締役会が定める株式交付規程に基づき、その

内容が決定されるものとします。 


